
特定事業所集中減算「正当な理由」の判断基準
○　下記のいずれかのケースに該当する場合には、チェックシートと一緒に必要書類を提出してください。

１　居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域に、訪問介護等の各サービスごとの開設事業所数が５未満である場合
　　※必要書類　・運営規程の写し
　　　　　　　　・居宅介護支援事業所の通常の実施地域における、すべての訪問介護等の各サービス事業所の名称、所在地、開設者の名称を記載した書類
２　特別地域居宅介護支援加算を受けている事業所である場合

３　判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画（以下、「プラン」という。）件数が20件以下である場合
４　サービスごとに計算した場合に、対象サービスを位置付けているプラン件数が、判定期間の１月当たりの平均で10件以下である場合
５　以下（１）、（２）、（３）のいずれかに該当するプランを除いた結果、下記の各条件のいずれかに該当する場合
・サービスごとの紹介率最高法人の紹介率が80％以下
・上記３の要件
・上記４の要件
（１）訪問介護等の各サービスにおいて、異なる法人が開設する複数の事業所を比較検討できるよう、事業所の一覧表、パンフレット等を使用して十分な説明を行ったうえで、利用者にとって必要なサービスを提供する体制（加算等）を届け出ている事業所であること等の理由から利用者が自らの希望により当該事業所を選択し、その理由を文書で得ている場合
※必要書類　・理由書
　　　　　　・再計算書
（２）困難事例等で特定の事業所に集中する場合において、地域ケア会議等でその訪問介護サービス等の事業所で実施する必要がある旨の意見・助言を受けた利用者のプラン
　　　※必要書類　・地域ケア会議等に係る概要書
　　　　　　　　　・再計算書
（３）結城市（地域包括支援センターを含む）から緊急時の対応として依頼された利用者のプラン
　　　※必要書類　・支援困難事例受入れ概要書
　　　　　　　　　・再計算書
６　居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域に、通院等乗降介助を行っている訪問介護事業所数が５未満である場合であって、紹介率最高法人を位置付けた居宅サービス計画件数から通院等乗降介助を位置付けた訪問介護に係るプラン件数を除いて再計算すると、紹介率が80％以下となる場合
　　　※必要書類　・再計算書


